






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































9．5　12．2　 1．8　 6．4　 7．5　 7．48
28．7　22．1　－0．3　 5．1　　4．0　11．92
11．6　　7．9　　－1．6　　3．3　　　2．0　　4．64
13．5　21．2　 4．2　 9．5　 8．5　11．38
20．7　32．2　13．O　ll．1　10．0　17．38
〔資料出所〕OECD，　Economic　Outlook，　No．23，
　　　　1978により計算．パーセソト表示である．
　第4－2表　卸売物価の動き
日本アメ　イギ　フラ西ド
　　リカ　リス　　ソス　イツ
1973　　　　　　73．9　　127．9　　123．2　　156．5　　114．1
1978　　　105．1　195．9　288．7　224．4　146．4
灘＆）4253・344328
〔資料出所〕　日本経済新聞資料により計算．アメリカは
　　　　1967年，イギリスは1970年，フラソスは1962
　　　　年，西ドイツは1970年，日本は1975年を100
　　　　とした指数，1978年は6月の指数である．
しかない。円高が進行しつづけた基本的理由
がそこにある。ドル・べ一スの貿易収支カミ問
題であるかぎり，またレートの切上げが相当
進行しないかぎり，貿易収支の黒字幅の大幅
な縮小ということはおこりえないのである。
すくなくとも，他の要因に変化がないかぎり
はどうしてもそうならざるをえない。
　しかも，為替レートの変動のもつ均衡化作
用にマイナスの影響をあたえる現象がある。
それは為替レートの切上げそのものに随伴し
ておこってくるものであり，その点が過小に
評価されている。しばしぼ指摘されているよ
うに，たとえドル・べ一スでの貿易収支の黒
字幅は縮小しなくても，円べ一スで計った貿
易収支は，現在みられるほどに為替レートの
切上げが進めぽ，その黒字幅を縮小せざるを
えない。しかも，その黒字幅の縮小は国内に
おける景気回復を抑圧するという過程をとも
なっておきてくるものである。いいかえると，
為替レートの変化は貿易収支の均衡化への動
きをうながすが，同時にそれは国内の経済活
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動水準にたいする抑圧作用をもっているので
ある。
　この抑圧作用に着目するとき，国内均衡を
財政政策や金融政策の適度な実行にまかせ，
対外均衡を為替レートのフローティングに委
ねるという考え方には盲点がある，というこ
とがわかる。いいかえると，対外均衡を為替
レートの均衡化作用にまかせておくかぎり，
好むと好まざるとにかかわらず，それは「縮
小均衡」のプロセスを歩むことになってくる
のである。レートが十分に切り上がれば，対
外収支は均衡化の過程を歩むであろうが，そ
れは国内における経済活動水準にたいする抑
圧効果をともなっておきてくる。その点が問
題なのである。もし黒字国がこのような対策
にしたがっていくならば，世界貿易の拡大に
とってはマイナスの効果をもたざるをえなく
なる。
　為替レートの切上げが究極的には対外収支
の均衡化をもたらすとしても，それにのみ依
存するときの黒字の解消の過程は，同時に縮
小均衡の過程でもあることを認識しなければ
ならない。したがって，対外均衡の実現が，
もし拡大均衡の形で生じなけれぽならないと
するならば，それには，レートの切上げがも
たらす抑圧効果を相殺して余りあるような，
国内経済活動水準の拡大がなけれぽならない。
そして，そのような経済活動水準の上昇を通
しての均衡化のみが，対外均衡と国内均衡の
効果的な実現に貢献することのできるものな
のである。
　ここで産業調整問題について深く触れるこ
とはしないが，産業構造の調整は深刻な縮小
均衡の過程ではきわめて困難であることを想
起すればよいであろう。失業率を低め，かつ
縮小均衡におちいることなく，対外均衡を実
現しようとするならぽ，国内における景気の
上昇，成長率の拡大，有効需要の増大を計る
以外にはないのである。これまでの経験では，
公共投資という一部の需要項目にたいする重
点的な資金の投入だけでは，不十分であるこ
とが明らかとなっている。需要拡大政策は単
に公共投資だけでなく，需要を構成するすべ
ての項目にたいしておこなわれなければなら
ず，金融政策もまた，それに対応した形態を
とらなければならない。それには，赤字財政
のもつ国民経済的機能にたいする，新たな視
点からの理解が重要な意味をもってくるであ
ろう。
　ユ）　日本の失業率を国際に比較するさいには，
　　留保条件づきであることは，すでに多くの人
　　によって指摘されている。労働人口の推計に
　　しても問題を含んでいるといわれる。とく
　　に，景気変動の視点から問題となるのは，不
　　況期における失業率（潜在的なもの，非蛍働
　　力化したものを含む）の明確な定義と実証的
　　数値の導出である。この点については，小野
　　旭『景気後退と労働市場』日本貿易振興会特
　　別報告書，1928年に詳しく分析されている。
　　　なお，雇用維持の視点からは，かならずし
　　も潜在的失業という形における非失業化を排
　　除する必要がない，という考え方もある。永
　　久雇用制度として知られる日本型雇用形態
　　は，一面では企業内の潜在的失業というもの
　　でもある。こうした視点からの考察として，
　　筆老もその中期労働政策の研究プロセスにお
　　いて，その一メソパーであった中期労働政策
　　懇談会の提言をあげておくことにする。
　　隅谷三喜男編『日本的雇用政策の展望』日本
　　経済新聞社，　1978
　　　ただし，このなかの中期労働政策提言は全
　　体的討議に基づく最大公約数という性格をも
　　つものであり，そのすぺての点について，筆
　　者が同一見解をもつわけではないことを付言
　　しておきたい。なお，
　　小野旭『景気後退と労働市場』ジェトロ特別
　　報告書，1978
　　は有益な分析を提供している。
　2）　国内均衡と国際均衡の両立をめぐる文献は
　　非常に多く，国際収支政策の論議においてつ
　　ねにその中心的テーマをなすものである。後
　　に言及するごとく，インブレー・・ション問題
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が，本来は単純であるはずのこの問題を複雑
にしていることは争えない。均衡問題として
みれば，むしろ現在問題となっているのは，
雇用面における均衡と物価面における均衡
（それらをどのように解するかはともかくと
して）の両立は可能かどうか，という点であ
る。それが可能であるならば，国際均衡と国
内均衡（これは実は二つのものを含んでいる）
との両立は可能なのである。この点について
は，以下において論じるところである。な
お，渡部福太郎『国際経済学』東洋経済新報
社，1973，第9章．Mundell，　International
Economics．　Macmillan　Co．，New　York，1968
（渡辺（他）訳，ダイヤモソド社）のpart　2を
参照されたい。
5　自由貿易体制を制約する要因
5－1　自由貿易と保護貿易
　これまで，国際不均衡が容易に解消しない
という事態を政策的な視点に驚って考察して
きた。そこでみられたごとく，内外均衡の達
成を困難に．している，いろいろな要因と，そ
れらの要因のからみあいを律しているメカニ
ズムが，自由貿易の流れに．とって望ましくな
い影響をうみだしている。自由貿易体制の適
用範囲をせばめるいくつかの現象が出現する
にいたったのである。それは保護主義的な政
策志向であるが，これまでの自由取引主義の
原則的支持の上にたちながら，それを制約す
るという場合，もちろん，それは一過性のも
のでなければならない。しかし，その自由取
引主義の制約という現象が，一過性のものか，
それとも国際貿易の底流における動きを反映
しているものか，簡単にはいえない性格のも
のである。これまでの貿易のあり方に関する
政策の流れをみても，そこには，二つに大別
される考え方が対立してきたことがわかる。
そして，ときにはその一方が優勢を占め，と
きにはその他方が優勢を占めるという過程を
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繰り返してきたように思われる。
　貿易の流れを過去100年ぐらいの期間につ
いて見てみると，そこに長期的な波動に似た
ものが存在している。その貿易の長期的な波
動は四つの段階に分けてみることができる。
その第1の段階は1870年代から第1次世界大
戦までにいたる自由貿易の時期である。この
間において，西ヨーロッパとアメリカを中心
とする自由貿易の流れは絶えず拡大をとげて
きた。貿易量の拡大にょって特徴づけられる
この第1段階が終わった後，それまでの自由
貿易の流れは大きく制約されることになった。
第1次大戦と第2次大戦とに挾まれたこの期
間においては，関税障壁や非関税障壁を初め
とする各種の制約がつぎつぎと拡大し，貿易
量は縮小したのである1）。いいかえると，こ
の時期において，保護主義的な輸入制限的措
置がしだいに一般化し，国際貿易の流れは第
1次大戦以前の状況とはきわだった対照を示
すことになった。
　第2次大戦以後は再び自由貿易の流れが力
を盛り返し，世界の貿易量もしだいに増大を
とげてきている。第2次大戦以後の世界貿易
をめぐる状況は第1次大戦以前のものとは，
もちろん基本的なところで異なっている。第
1次大戦以前においては，金本位制が西ヨー
ロッパ諸国やアメリカによって採用されてい
たが，第2次大戦以後においてはドルを中心
とする金為替本位制が採用されている。この
自由貿易の拡大は，1973年における産油国に
よる石油価格の大幅引上げとその供給制限を
契機としてこれまでとは異なった段階にはい
ることになる。それは両大戦下における貿易
の縮小過程とは異なるが，第2次大戦以後つ
づいてきたかなり大幅な貿易量の拡大過程は，
その石油問題の発生以後，その拡大のテンポ
を落とすことになってしまった。そして金為
替本位制はその機能を停止した。
　それと同時に，保護貿易主義的な方向への
動きが絶えず警戒されなけれぽならない状況
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になってきた。それ以前は，むしろ保護主義
的な各種の政策がしだいに撤廃されていくと
いう側面のほうが強かったのであるが，その
ような傾向は，1973年以降，止まってしまっ
た。そしてそのかわりに，各国において貿易
への政府介入の程度が強まり，また強まろう
とする傾向がみられるに至った。いま，ここ
で1870年代以降の貿易の具体的な流れについ
て詳細な考察をおこなうことはそれ自体，一
つの大きな課題であり，ここではこの一般的
な叙述によって満足しなければならない。
　1870年代以降のこの世界貿易の長期的な流
れを一つの歴史的事実として受け止めるなら
ば，そこからつぎの事柄が経験的な帰結とし
て得られる。（1）それは自由貿易の流れが拡大
する過程で，世界貿易もまた拡大してきたと
いうことである。自由貿易と世界貿易の拡大
との間には深い関係が存在している。また，
（2）この世界貿易の拡大はこれまで触れてはい
ないが，西ヨーロッパ諸国やアメリカを中心
とする先進工業国の経済的繁栄と深いつなが
りをもっていた。先進工業国の経済的繁栄が
高まるとき，世界の貿易もまた拡大し，先進
工業国の経済的沈滞は世界貿易の拡大テンポ
を低下させ，ときにはその絶対水準を下落さ
せた。いいかえると，世界貿易量の動きと先
進工業国の経済活動水準の動きとの間には，
かなり深い相互依存関係が存在しているので
ある。さらに，（3）開発途上国の経済的繁栄は
先進工業国の経済的繁栄と深くつながってお
り，その両者の間にはやはり強い相互依存関
係が存在している。その意味で，開発途上国
の経済活動水準は先進工業国の経済活動水準
にかなり強く依存してきたのである。このこ
とは，世界貿易の流れが主として先進工業国
の経済的繁栄に依存することになった理由で
もある。
　このような歴史的事実からみるとき，世界
貿易の拡大過程が自由貿易体制の確立と深い
つながりのあることは明らかである。先進工
業国の自由貿易主義への原則的志向の基盤が
そこにみられるのである。もちろん，先進工
業国のすべてが自由貿易主義をその貿易政策
の基礎としていたというならば，それは誤り
であろう。先進工業国のなかには，保護主義
的な貿易政策への傾斜をたえずもちつづけて
いたところもある。自由貿易を一一一つの体制と
してもつことがその国の利益でもあり，また
世界経済全体の利益でもある，とはかならず
しも考えられてはいなかったケースもある。
しかし，先進工業国の主要部分はやはり自由
貿易のもたらす国民的利益に確信を抱いてい
たのである。この点が，国際貿易体制に関す
る先進国の現在における合意の基盤となって
いるといわなけれぽならない。
5－2　自由貿易体制と国民経済の基本的
　　　政策目標
　貿易体制は国際経済体制の一環を成すもの
であることはいうまでもない。一つの国民経
済における体制とは異なり，世界経済におけ
る体制は，そこに超越的な主権の存在しない
世界における体制である。国際経済体制そし
てその一環としての国際貿易体制は，各国の
主権が分権的に意思決定をおこなう世界にお
いて，それらの貿易活動を規制する包括的な
体制である。それぞれの国民経済は，一つの
主権のもとに統括され，その主体はその国民
経済内における個々の企業や消費者の個別的
な経済活動を規制することができる。また，
その規制する法的権限を保有している。しか
しながら，世界経済には，あい異なった国民
経済に所属する企業や消費者の行動を統一的
に規制する超国家的な主権は存在していない。
したがってまた，それぞれの国民経済を統括
する主権も，基本的な意味においては国際経
済体制の規制を受けない形になっている。こ
のような超国家的な主権の存在しない世界に
おける経済体制は，国民経済の経済体制とは
本質的に異なったものであり，そこに国際経
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済体制およびその一環として国際貿易体制の
もつ特質がある2）。
　国民経済には，それにかかおる経済的目標
というものがあり，その政府はその経済目標
の達成のためにその企業や消費者の行動を規
制し，あるいは特定の行動を促進するよう政
策的な措置をとる。国民経済の運営にあたっ
て掲げられる国民的目標は，基本的には三つ
あるといえる。その第1は経済効率の維持・
上昇であり，その第2は経済的分配の適正化
であり，その第3は雇用水準の維持・上昇で
ある。
　一国経済における経済効率の確保は，いわ
ゆる経済原則に則った，もっとも…一・般的な政
策目標である。一定の経済的結果を獲得する
にあたって，最小限度のコストによってそれ
を実現するという経済原則は，国民経済的規
模において適用されるとき，それは国民経済
の生産活動を効率的に無駄なくおこなわしめ
ることをその内容とすることになる。いうま
でもなく，個々の生産物をできるかぎり少な
い生産コストのもとで生産することによって，
それが可能になる。この経済効率の確保さら
にはその上昇が，国民経済全体としての政策
目標の主要項目として掲げられるのは当然で
あろう。第2の経済的分配の適正化は，その国
民経済の生産活動に参加する人たちの間でそ
の貢献に応じた適正な生産物の分配をおこな
うということである。国民経済における各経
済活動分野における貢献をどのように評価し，
どのように所得を分配していくかは，容易に
かたのつくことではなく，多かれ少なかれ政
治的・社会的摩擦をともなわざるをえない。
しかし，度をこえた不公平な所得分配が，そ
の国民経済を緊張状態，ときには混乱に導く
ことは当然であり，それが経済効率にも影響
をおよぼす。したがって，経済的分配の適正
化が国民経済の経済的目標の第2に挙げられ
るのはこれまた当然なのである。
　国民的目標として3番目にかかげられる雇
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用水準の維持については，多くを語る必要は
ないであろう。その社会が大量の失業者を抱
えている状況のもとでは，経済効率も実質的
な意味をもたないものになる。また，所得分
配の適正化の問題も，失業者を抱えている状
況の下ではそれだけで分配の不公平が生じて
しまう。したがって，雇用水準はできるかぎ
り完全雇用水準に近く維持されなければなら
ないであろう。それによって，生産設備の無
駄な遊休状態を避けることも可能であり，国
民経済全体としての生産活動水準を引き上げ
ることが可能になる。
　このように，国民経済全体としてみるとき，
一般的にはこのような三つの経済的目標が掲
げられる。各国の政府は何らかの方法にょり，
これらの三つの目標をできるかぎり達成する
よう努力しているのが普通である。したがっ
て，国際経済全体としても，やはりこれら三
つの目標を追求すべしとするのは妥当なこと
といえよう。各国がそれぞれ，そのような経
済効率の上昇や経済的分配の適正化や完全雇
用水準の維持を目標に行動するならぽ，国際
経済全体としても，そのような結果にならざ
るをえないし，またそのような結果をもたら
すよう国際的規模での政策を策定・実施すぺ
きであゐ，ということにもなる。しかしなが
ら，国際経済は各国の独立した行動を規制す
るだけの超国家的な主権をもってはいない。
いかなる国際経済体制も，各国の独立したそ
れぞれの行動を規制するだけの調整力をもっ
ていない。その意味では国民経済体制とは異
なった「緩い」体制なのである。各国民経済
が先に述べたような経済的目標を達成しょう
とするとき，そのためにとる政策手段は国民
経済的視点からのものとならざるをえない。
開発途上国援助にしても，その除外例とはな
りえない。
　一般的にいえば，国際経済体制にたいして
は，それぞれの国は多かれ少なかれ，その国
民経済的視点からの目標達成に有利な「内容」
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を求める。国際貿易に関連していうならぽ，
国際貿易体制は，個々の国民経済的視点から
の政策行動にとって有利な「内容」をもって
いなけれぽならないであろう。また，そのよ
うな有利な国際貿易体制でなければ，個々の
国民経済の運営に責任をもつ政府は，その国
際貿易体制のルールに服従することはできな
い。各国の対外経済政策はしぼしぼ，他の国
の同じような意図にょる政策とあい入れない
内容になることがある。そのような場合，い
ずれか一方の国の政府ないしは双方の政府に
たいし，国際貿易体制のルールにしたがうよ
う要求することのできる超越的な主権はどこ
にも存在しないのである。極端な言い方をす
るならば，一国の目標達成のための政策が国
際経済体制あるいは国際貿易体制と衝突する
とき，その体制が求める規制を，その政府は
無視することができるし，それをやめさせう
る国際機関は存在しないのである。
　われわれは自由貿易を主体とする国際経済
体制のなかにあるが，この自由貿易体制はよ
り広い意味での自由市場体制の国際的な拡大
としての意味をもっている。経済主体の自由
な意思決定，つまり分権的意思決定を基礎と
する自由市場体制は，それぞれの国民経済内
部において，それぞれの経済主体の間に存在
する利害の対立を調整する役割を果たしてい
る。経済主体の経済活動は，いくつかの利害
の共通したグールプをその国内に生みだすが，
経済効率の確保にしても経済的分配の適正化
にしても，あるいは雇用水準の維持にしても，
その目標自体に関していえぽ，原則的にはす
べての経済主体の合意をうることができる。
しかしながら，その目標を達成する手段に関
しては合意をうることはかならずしもできな
い。いいかえると，すべての経済グルー一プを
同時に満足させる目標達成の手段は，かなら
ずしもないのである。
　そのため，しぼしぼ国民経済内部における
利害対立が，そのまま対外経済政策の策定に
反映し，全体としては首尾一環せず，ときに
は相互に矛盾した対外経済政策が策定される，
ということも起きてくる。しかし，一般的に
いうならぽ，その国民経済において，主導的
な役割を果たす経済グループの利害と一致し
た対外経済政策が策定されるのが普通である。
その上，そのような対外経済政策の実行を受
容することができるようなタイプの国際貿易
体制が，求められ，望まれることになる。国
民経済においては，自由市場体制が個々の経
済主体の利害の調整の役割を担わされるよう
に，自由貿易体制はそれぞれの国の目標達成
における利害の調整の役割を担わされるので
ある。
　世界的規模における分権的意思決定の上に
成り立つ自由貿易体制が，そのような利害の
調整と妥協にたいして果たす役割はきわめて
大きい。そのことは，そうした調整を，すべ
て計画的に超国家的に処理する方式が，多く
の困難を内包していることを想起するならば，
容易に理解できるであろう。自由貿易の拡大
が，それに参加する国民経済に利益をもたら
すかぎりにおいて，自由貿易体制は支持され，
また，その支持にたいして各国の合意をうる
ことができる，個々の経済取引は，個々の経
済主体の独立した利害計算に基づいて計画さ
れるものであり，そうした計画に基づいて，
その所属する国民経済を異にする経済主体は
取引を実行する。その過程において，交渉が
おこなわれ，利害の再計算がおこなおれ，調
整と妥協が成立する。これは自由貿易体制の
もとでおこなわれる個別主体間の利害調整に
ほかならない。
　しかし，自由貿易体制がいかにそのような
調整の利益をあたえるとしても，すべての国
のすべての経済主体に，同じょうに利益をあ
たえるわけではない。したがって，同じ評価
がその自由貿易体制にたいしてあたえられる
とはかぎらないのである。むしろ，その評価
は，その自由貿易体制から受ける利益と損害
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の大きさに応じて，異なってこざるをえない
のが通常である。
　先進工業国の間で，自由貿易体制が原則的
な意味における支持をえているのは，それが
その国民経済の主導グループの間の利益に合
致しているからである。個々の国民経済が，
各種の経済活動グループを内包している以上，
原則的合意はえられても，かならずしも全面
的な合意に達するとはかぎらない。そこに，
部分的な留保条件としての，各種の貿易政策
やそれに関連した国内政策がでてくるのであ
る。各種の制限的な輸入政策や輸出政策が自
由貿易体制のもとで認められているのは，ま
た認められざるをえないのは，そのような経
済グループ間の利害の不一致が部分的に発生
してくるからである。それにもかかわらず，
先進工業国の間では，自由貿易体制の維持に
ついての基本的合意が成立している。自由貿
易体制のもとでの分権的経済行動がもたらす
結果は，それらの国にとって利益をもたらす
ということが認あられているからである。
　さきに，開発途上国の場合，先進工業国の
経済活動水準によって，その経済活動水準の
動きがかなり支配されていると述べたが，そ
の点に関するかぎり，開発途E国は自由貿易
体制を容認せざるをえない立場にある。しか
しながら，この自由貿易体制のもつ国際分配
的な帰結については不満をもつ開発途上国は
多い。石油問題にしても，資源にたいする恒
久主権問題にしても，あるいはより広く1次
産品問題にしても，それがおきるのは，自由
貿易体制のもとで生じる国際的な所得分配が，
開発途上国にとって簡単に容認しうるものと
はなっていないからである。その点について
は後にふたたび言及するつもりであるが，こ
れは自由貿易体制にとってのアキレス腱であ
り，自由貿易体制を脅やかす諸現象の一端も
また，この点に結びついているのである。
5－3
国際貿易体制と不均衡調整政策（渡部）
1MF・GATT体制における
自由取引主義
　戦後間もなく，IMF・GAAT体制が国
際通貨と国際貿易との双方を律する，国際的
ルールとして確立されたことは周知のとおり
であるが，この体制の中味が確定するまでに
先進工業国（この場合はいわゆる連合国側の
国をさす）の間ではいろいろと論議がかわさ
れ，最終的確定に達するまでには紆余曲折が
あったのである。このIMF・GATT体制
は両大戦間における経験を基礎とするもので
あり，その期間にみられたような世界貿易の
縮小，国民的対立，といった各国民経済にと
って望ましくない事態の再現を避けたいとす
る先進工業国の合意に基づくものであった。
　IMF・GATT体制の基本的特徴は，国
際市場における自由取引主義の原則をその基
礎に据えている点にある。すべての生産物の
取引の自由，すなわち自由貿易主義はその一
つの大きな柱である。また，資本移動の自由，
すなわち有価証券取引の自由も，自由貿易と
並ぶもう一つの大きな柱である。自由取引の
原則にたいする例外は，土地と労働力に関し
てのみ認められていた。土地と労働力の取引
の自由という場合，それは，前者が土地所有
権の移転の自由を意味するものであり，後者
が労働力の国際的な移動の自由を意味するも
のであることはいうまでもないが，それらは
いずれも国の存立にかかわるものである以上，
自由取引の原則の例外とされなければならな
い3）。
　もし完全に自由に移動しうるとすれば，労
働の報酬の低い地域から高い地域へ，生活水
準の低い地域から高い地域へと自由に移動が
おこなわれてしまい，場合によっては一つの
国民経済それ自体が存立しえなくなってしま
うからである。
　ところで自由取引主義の原則が本来，貫か
れるべきであるが，それにもかかわらず，そ
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れが制度的に認められなかった一つの領域が
ある。それはある特定の短期資本についての
自由取引主義の原則の部分的な制約である。
具体的にいうならぽ，それは固定為替レー一ト
の設定・維持ということである。固定為替レ
ートは各国通貨の取引にあたって，その通貨
の交換比率を市場の自由な決定に委ねないと
いうことである。したがって，それが自由取
引主義の原則の例外をなすものであることは
いうまでもないであろう。
　このIMF・GATT体制が長期にわたり
維持されてきた点については，それなりの理
由があった。アメリカは自由貿易の原則的維
持をつづけたし，西ヨーロッパ諸国はアメリ
カの援助を通じてその経済的回復をとげると
ともに，自由貿易体制に参加し，その重要な
支柱となった。日本も，その経済的復興と発
展の過程で，しだいにこの自由貿易体制に参
加するようになった。もちろん，過渡的な段
階においては政府の介入を容認しなけれぽな
らない。この政府介入の容認は，いうまでも
なく，自由貿易体制への参加の過程で生じる
国内の各経済グループ間における利害の調整
のために必要であった。それは当然のことな
がら，この体制へ参加する過程で必要となる
制限的政策手段の適用を容認するものである。
為替管理，品目別の輸入制限措置は，その重
要な内容となっていた。このような政府介入
のプロセスをへて，自由貿易の原則を確立す
るよう先進工業国が努力し，またアメリカが
それを支持し，援助したのは，この自由貿易
体制の確立が究極において，それらの参加国
の全体に利益をもたらすものであると確信し
ていたからである。
　自由貿易体制は単に各種生産物の自由取引
の原則を守る体制であるというだけではない。
自由取引は，さきに言及したように，それ自
体一つの国際的な所得分配機能を果たしてい
る。なぜなら，自由貿易体制のもとでは，各
種の生産物の取引価格は自由市場の価格決定
メカニズムの帰結として決定されるものであ
る。生産物の価格の形成メカニズムが決まれ
ぽ，それによって所得分配もまた同時に決定
されてしまうものである。たとえば，天然ゴ
ムを例にとるならぽ，それらの価格が市場で
形成されたとき，それらの産出国がその輸出
によって稼得しうる所得の大きさ，それが決
定されてしまう。そのメカニズムは，特定の
1次産品の供給国である開発途上国の場合に
もっとも端的にみられるように，所得の国際
的分配を決定するものである。したがって，
それらの価格を先進工業国の生産物価格に比
して低い水準に決定してしまうようなメカニ
ズムーそれが国際自由市場のなかに存在す
るとすれぽ問題である。しかし，開発途上国
としては，自由貿易体制を認めているかぎり，
国際的な所得分配の過程において満足しえな
い結果が生じていても，一一応それを受け入れ
なけれぽならない。ここに，開発途上国が，
自由貿易体制のもつ分配機能にたいしてもつ
不満の根源がある。
5－4　国際競争力体系の変化と不均衡
　　　の拡大
　自由貿易体制は，戦後の国際貿易のフレー
ムワークを形成してきたが，時の経過ととも
に，この自由貿易体制にいろいろな変化をも
たらし，やがて自由取引主義の流れそのもの
に影響をあたえるような諸現象が出現するこ
とになった。まず，第1にあげなけれぽいけ
ないのは，西ヨーロッパ諸国，アメリカ，日
本などの先進工業国内部における産業間に，
国際競争力の相対的な変化が生じてきたこと
である。各国の産業は固定為替相場制のもと
において，その競争力の強弱に応じ，国際的
な競争力の序列上に位置づけられ，その序列
は全体として特定の国際競争力体系を形づく
っている。それはある特定の貿易パターンを
生み出すことになる。しかし，この国際競争
力の相対的な位置づけは，経済成長の格差が
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進行するにしたがって変化せざるをえない。
ある産業はその競争力を強化し，他の産業は
その競争力を低下させてしまう。いずれの国
においても，そのような国際競争力における
国際的序列の変化をともなう産業の入れ替り
を経験しており，かつそれぞれの国際競争力
の国際的な格差を基礎に貿易が進められてい
る。
　したがって，いかなる時点においても，い
わゆる比較優位構造に基づく貿易構造が成立
しているのであるが，各国の経済成長の速度
に格差があり，しかもその経済成長の内容が
異なるため，各国におけるいろいろな産業が
つくりあげている比較優位構造に変化が生じ
てくる。インフレーションの進行速度もまた，
各国によって異なっている。こうして先進工
業国間における国際競争力体系にさまざまな
変化が生じてくることになる。このなかで，
とくに問題なのはアメリカの産業の国際競争
力が相対的に低下してきたことである。これ
は，西ヨーロッパ諸国と日本においてその経
済が確立され，その産業の発展がつづく過程
のなかでおきてきたものである。戦後のアメ
リカの産業は圧倒的な強大さをもっていたが，
そのころにおいては，西ヨーロッパ諸国も日
本もまともにそれと競争しうるような産業を
もたなかった。しかし，そのような状況は経
済の回復とともにしだいに変化してきた。そ
れらの国の経済が確立されてくるにつれて，
アメリカの産業の競争力は相対的に低下して
きたからである4）。
　もちろん，西ヨーロッパ諸国と日本の自由
貿易体制への参加，いいかえると，自由貿易
体制のルールの遵守は，西ヨーロッパ諸国と
日本の経済確立があってはじめて可能になる
ものである。1950年代半ぽ以降，アメリカは
そのためにこそ援助をつづけてきたのであっ
た。アメリカの目的は，西ヨーロッパ諸国と
日本の経済を確立し，その本来の経済的バラ
ンスの回復をうまく成し遂げ，自由貿易体制
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への充分な参加を可能にすることにあった。
この西ヨーロッパ諸国と日本とアメリカとの
間の経済的バランスの回復が，産業間の競争
力体系の相対的変化という結果をもたらした。
しかし，アメリカはかならずしも，その対外
政策をはじめとするもろもろの政策を，その
変化に対応して，すみやかな調整をおこなっ
てきたわけではなかった。とくにアメリカの
対外支出政策の調整は，大幅に遅れた。アメ
リカの国際競争力が相対的に弱まってくるに
つれ，貿易不均衡もまた明瞭になってきた。
　戦後しばらくの間は，圧倒的に強いアメリ
カとの貿易関係における不均衡の是正が問題
であったが，やがてその不均衡は解消するよ
うになった。しかし，1960年代半ばからは，
事態は先進工業国間における貿易不均衡へと
進展し，とくに競争力を強化してきた国（西
ドイツや日本）の貿易政策をめぐってきびし
い批判が出現することになる。アメリカと西
ヨーロッパや日本との間の競争力格差の縮小
に対応して，自由貿易体制のルールに反する
各種の貿易政策をとっている国は，それを撤
廃していかなけれぽならない。しかし，その
撤廃という政策上の調整はかならずしも競争
力格差の変化と平行していくわけではなかっ
た。その意味では，アメリカの対外政策の調
整の遅れと西ヨーロッパ諸国や日本，とくに
日本の貿易政策の調整の遅れは，相対応する
性格のものであったといえる。
　もちろん，固定為替相場制をとるかぎり，
先進工業国間における為替レート体系と国際
競争力体系との間に生じる乖離を調整しえな
いことになる。この乖離は為替レート体系の
調整によって埋められなければならないし，
またそれぞれの国の貿易政策や対外政策の調
整によって埋められなければならない性格の
ものである。政策上の調整が遅れた場合，貿
易不均衡がもたらす帰結は，為替レートの固
定体系の調整ということにならざるをえない。
1960年代半ぽ以降にとくに激しくなった国際
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通貨面における混乱と投機の出現はこうした
事態を背景にしてのことであった。結局のと
ころ，1973年にいたり，各国は為替レートを
フロートさせることになったが，この変動相
場制への移行により，国際競争力体系の変化
が部分的に相殺されることになる。それはま
た同時に，貿易不均衡の調整にもつながるも
のであった。
　この変動相場制への移行は，決して歓迎で
きない出来事ではなかった。むしろ，自由取
引主義の原則からするならば，各国通貨の交
換比率すなわち為替レートもまた市場メカニ
ズムにしたがうのが原則である。その意味か
らすれば，むしろこの変動相場制への移行は
自由取引主義の原則への合流を意味するもの
であった5）。もちろん，この変動相場制への
移行により貿易の不均衡が是正されたならば，
問題はなかったかもしれない。しかしながら，
それにもかかわらず，先進工業国間における
不均衡は拡大していったのである。それは各
国間の国際競争力格差の変化に影響をおよぼ
したいろいろな要因が，依然として存在しつ
づけ，かつ影響をあたえつづけたことによる
ものであった。
5－5　変動相場制の国際不均衡調整機能
　しかしながら，国際通貨・貿易体制の視点
からみるとき，それ以上に重要な要因がある。
それは，変動相場制のもつ不均衡の調整機能
が期待どおりの効果をもたらさなかった，と
いうことである6）。それはなぜであったのだ
ろうか。すでにしばしば論じられているよう
に，その理由はいくつか考えられる。その一
つは為替レートの変動幅である。つまり，国
際通貨市場における為替レートの変動が，そ
れだけで不均衡の調整を果たすには，その変
動幅がかなりの大きさでなければならないと
いうことである。いいかえると，いわゆるオ
イル・ショック以後の国際不均衡を調整する
には，かなり大幅な為替レートの変動が，そ
のために必要であったということである。そ
れにもかかわらず，現実にはそのような大幅
な為替レートの変動には限界がある。いかな
る国にとっても，為替レートが大幅に変動す
るならぽ，その国の産業にはきびしい影響が
現われるであろう。そのような影響にたいし
ては，それを避けるべき措置が必要である。
現実には，為替レートが短期間に大幅に変動
していくのを阻止しなけれぽならないことに
なる。事実，固定相場制から変動相場制へ移
行したときには，そうした配慮が強く働いた
ようであった。とくに円の場合には周囲が問
題にする程度に顕著であった。いずれにせよ，
市場の動きは不均衡をすみやかに是正しうる
ほど，大幅なレートの変動を短期間に実現し
うるような状況にはなっていなかった。
　とくに大幅なレートの変動が特別に問題と
なるのはドルである。ドルがとくに大幅な変
動にたいして，ある限界をもたざるをえない
という理由は三つある。一つは，ドルが戦後
一貫して国際取引の決済手段として重要な役
割を果たしてきた国際通貨であるということ
である。このような国際的決済手段であるド
ルの価値が，急激に変動することはいずれの
国も望んではいない。また，世界の多くの国，
多くの企業，多くの人がその資産をドルの形
態で保有している状況のもとでは，為替レー
トの大幅な変動によるそのドル資産価値の減
少は，きわめて重要な影響をもっている。
　たとえば，産油国をとれば，1973年の大幅
な石油価格引上げ以後，産油国は膨大なドル
資産をもつにいたった。しかし，もしドルが
急激にその価値を減少していくような「ドル
安」状況になるならぽ，その保有資産の価値
は急激に減少する。それはそれらの国のその
後における経済行動に影響を及ぼさざるをえ
ない。その意味からすると，ドル安の急激な
進行は避けなけれぽならない。さらに，産油
国の石油価格政策との関連もある。石油価格
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がドル表示であるかぎり，ドル安が急激に進
行するとき，それは石油価格の実質的価値の
下落にほかならない。これは産油国の石油価
格政策に重大な影響をあたえる可能性がある。
こうした点からみて，各国ともドル安の進行
が大幅に進行することを望まないのは当然で
ある。別にアメリカだけではない。多くの国
において，それが切下げであれ，切上げであ
れ，急激なかつ大幅な為替レートの変動はつ
ねに歓迎されないものなのである。もちろん，
各国の中央銀行の市場介入が大がかりにおこ
なわれたというのではない。ただ，今述べた
ような配慮が一般化しているので，為替レー
トの変動はおだやかなものであることが期待
されているのである。
　これまで，先進工業国間の通貨の為替レー
トはたえず変動してきた。しかし，それにも
かかわらず，不均衡調整の効果が出現しなか
った。それは，その変動幅に限界があったこ
とのほかに，この効果の出現までにある程度
の時間が必要だからである。充分な時間の経
過がゆるされるならぽ，為替レートの変動の
効果はかならず出現すべきものである。それ
を抑制しているものは，一つには国内市場の
競争機構が不完全なことである。もちろんそ
の事情は国によって異なるであろう。多かれ
少なかれ存在する各国市場の不完全性が，こ
の為替レート変化の効果の出現を遅らせてい
るのである。また，事態の進行を抑制する国
内政策がある。たとえば，為替レートの変化
によって強い打撃を受ける産業を保護するた
めの政策が実行される。それもまた，市場の
不完全性を温存することにならざるをえない。
すでに継続されている保護主義的政策も，ま
たその役割をもつ。たとえば，農業に関する
保護政策は，戦後多くの国において採用され
てきたものであるが，その保護政策の結果，
農産物を中心とする貿易は為替レートの影響
を受けない形になってしまった。
　たとえ為替レートの変化にょり，輸出価格
国際貿易体制と不均衡調整政策（渡部）
ないしは輸入価格に変動が生じても，それに
たいして輸出量や輸入量がかならずしもうま
く反応しないような形の機構や政策が存在す
る以上，為替レート変化の影響がその側面に
関して出現しないのは当然である。このよう
に，いろいろな要因によって為替レートの効
果がかならずしもすみやかには出現しない。
このことが不均衡の是正を遅らせ，それがま
た，為替レートをさらに変動させていく，と
いう事態さえ生じた7）。
　このような事態は，変動相場制のもつ国際
不均衡の調整機能にたいする期待を裏切るも
のであったが，それは赤字累積をつづける国
に，自由貿易を制約すべきではないか，とい
う感情をかきたてることになった。とくに競
争力を失ってきた産業は「原則賛成・各論反
対」の傾向を強めてきたのである。
5－6　自由貿易体制と国際的調整
　変動相場制が不均衡の調整機能を充分に果
たさなかったことの結果，自由取引主義を原
則とする国際貿易体制は，たえず，輸入制限
政策の動きによって撹乱されることになって
しまった。もちろん，変動相場制のなかには．
その不均衡調整効果を相殺してしまうような
作用がある。この点は，国際通貨・貿易体制
の今後と深い関係があることなのでそこから
論議を進めなけれぽならない。
　この相殺作用は二つの面で現われる。その
一つは価格面における相殺作用である。赤字
国の場合に，当然，為替レートは切下げの形
をとることになるが，その国の対外通貨価値
の下落は輸入財価格の上昇をもたらし，いわ
ゆる輸入インフレーションを引きおこす。こ
の輪入インフレーションは為替レートの切下
げがもたらした国際競争力の上昇を部分的に
相殺してしまう。同じことは貿易収支の黒字
国についてもいえる。黒字国においては，為
替レー一一トの切上げにより輸入財価格は下落し
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てしまう。こうして輸入デフレーションが生
じるが，それはレートの切上げによる国際競
争力の調整効果をやはり部分的に相殺してし
まうであろう。
　もう一つの相殺作用は生産面に現われる。
為替レートの変化により，当該国の生産活動
は影響を受けざるをえない。為替レートの変
化の効果は急激には出現しないとしても，赤
字国における為替レートの切下げは，期待要
素も加わり，輸出産業の生産活動を刺激し，
景気の拡大を促す傾向をもつ。これにたいし
て，黒字国においては，逆に輸出の減少や輸
入の増大への期待とともに，その国の生産活
動には抑制傾向が現われる。赤字国における
景気刺激効果，黒字国における景気抑制効果
が，それぞれの国の不均衡の是正にたいして
マイナスの作用をもつことは改めて説明する
までもない。
　もちろん，こうした作用はそれぞれの国に
おける景気（成長）政策を，事態に適合した
形で運用することによって打ち消すことが可
能である。いいかえると，景気（成長）政策
は変動相場制の効果を充分に発揮させるのに
必要不可欠なのである。その上，景気（成長）
政策は為替レートよりも速やかに国際不均衡
を調整しうる力をもっている。現在，自由貿
易体制にとって大きい問題は，輸入抑制政策
が先進工業国間で波及拡大するおそれがある
ことである。この保護主義的風潮は，先進工
業国間の国際不均衡がある程度まで解消され
ないかぎり，消え去るなどということはあり
えない。しかも，この不均衡の解消がうまく
進むかどうかは，各国の生産活動水準の間の
バランスが実現しうるかどうか，に大きく依
存している。その生産活動水準は，各国の景
気（成長）政策によってかなりの程度左右さ
れるのである。
　一般に指摘されているように，アメリカと
西ヨーロッパ諸国と日本の景気は肢行的であ
る。こうした景気の肢行現象は各国の景気政
策に負うところ大である。石油問題直後の各
国の政策的対応，企業や消費者における行動
パターンの変化などもあるが，それ以上に各
国における政策の相違が生産活動水準の破行
をもたらしている。とくに問題となる点は，
それぞれの国の景気政策の力点の置き所が異
なっていた，という点であろう。もっとも顕
著な相違は，インフレーション抑制と石油輸
入の抑制に力点をおいた日本あるいは西ヨー
ロッパ諸国と，とくに雇用の増大に力点をお
いたアメリカとの相違である。政策の力点の
置き場所がこのように異なったのは，もちろ
ん各国の経済状況の相違にょる。
　1973年以後，先進工業国のほとんどすべて
が，労働市場の不均衡（失業）と生産物市場
の不均衡（インフレーション）と国際収支の
不均衡に悩まされた。いずれの国も，この三
つの不均衡の是正という困難な問題を処理す
るために，自由取引主義の経済体制をそこな
わないかぎりにおいて，その政策的選択をお
こなわなければならなかった。この不均衡と
いう三つの標的を，同時に打ち落すことので
きる現実的な政策手段はこの世に存在しない
以上，いずれかの標的にまず矢を向けなけれ
ばならない。ここでその点についての詳しい
論究は避けるが，先進工業国におけるこの政
策選択の困難という状況を背景にして，先進
工業国間における生産活動水準の肢行現象が
生じたのである。そして，長期にわたるこの
破行現象は貿易不均衡の拡大を押し進め，保
護主義的な風潮をかきたてることになったの
である。
　さらにまた，自由貿易体制にとって，異質
の現象が出現した。それは石油にとくにはっ
きりと現われたのであるが，世界貿易市場に
おける資源の供給条件が変化したことである。
これについては，産油国の石油価格の引上げ
と供給制限の事実を想起すれぽ充分であろう。
これを契機として，多くの資源供給国が自由
貿易体制のもとでの価格決定にたいしてもつ
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不満を具体化する方途を学んだ。カルテル的
共同歩調を通じ，供給条件を左右する力と勇
気をあたえられることになったのである。し
かも，石油に関しては，いまなお供給側が価
格決定の力をもつという状況に変化はない。
もちろん，産油国と先進工業国との間の依存
関係がきわめて強いことが，石油価格引上げ
と供給制限によって明白となった。この点は
1973年の出来事のプラスの点として認識して
おかなけれぽならないことであるが，しかし，
資源の供給条件が変化し，事情にょっては，
資源貿易が自由貿易体制の枠外へはみだそう
としていることは明らかであろう。この点は
自由貿易の今後にとって大きい問題である。
　非産油開発途上国における経済状況の変化
も，また自由貿易体制にとって大きな条件の
変化である。とくに中進国の工業品貿易市場
への参入は，そこに多くの問題の可能性を示
すことになった。この中進国の工業品貿易市
場への参入という問題は，本質的には，国際
競争力体系の変化の一つの現われである。そ
れは，かつて日本がそうであったと同じよう
な性格をもっている。中進国の参入が問題と
なる数年前まで，アメリカや西ヨーロッパ諸
国はそのような目で日本をみていたのである。
しかし，この中進国からの工業品輸出の急激
な増大が，既存の先進工業国の産業構造の転
換問題とからんで，保護主義的な政策への傾
斜を生み出す危険性をもつにいたっている。
これもまた問題である。
　工業品貿易における保護主義への圧力の増
大が，各国における主導的産業グループの利
害の対立を反映しているものであることは，
いうまでもないであろう。そして，そのよう
な利害の対立を生みだしているものが，為替
レート調整の不完全性，景気の先進工業国間
における破行的進行，新興工業国の市場参加，
そして先進工業国全体の経常・貿易収支の赤
字縮小の遅れなどである。これらの要因が除
去されないかぎり，保護貿易主義の風潮はそ
国際貿易体制と不均衡調整政策（渡部）
の力を増しつづけ，その風潮が自由貿易体制
の弱い堤防を蚕食しつづけるのを喰い止める
ことがますます困難となるかもしれない。し
かも他方，資源などの供給条件の変化は，資
源貿易の自由取引主義の原則からの離脱，国
際的所得分配の人為的操作の強行という可能
性をはらみ，自由貿易体制にたいする大きな
締め付け要因となりつつある。
　もちろん，国際通貨。貿易体制は基本的に
は自由取引主義の原則の上に存続しつづける
であろう。しかし，人為的な市場操作や取引
制限行動がこの自由取引主義の原則を蝕むの
を防く・ためには，各国の経済政策の調整が必
要であり，また各国経済の安定した発展が必
要である。そしてそのためには，各国経済の
相互依存関係にたいする充分な認識が必要で
あり，その上にのみ自由貿易体制が存立しう
ることを知る必要がある。各国の経済政策策
定の相互の独立性は，現在の国際経済体制の
もとでは充分に保証されなけれぽならない。
しかし現在の状況のもとでは，それにはある
程度の制約が付されねばならず，その制約を
受け入れることによってのみ，自由取引主義
の原則が維持され，各国の長期的な利益が確
保されるという事態になっている。すべての
国の政府，とくに先進工業国の政府はそのこ
とを認識しなければならない。その意味では，
国際通貨体制とともに，自由貿易体制もまた
国際的合意によるマネージメンbをある程度，
容認しなければならない状況になっているの
である。
　この国際的合意によるマネージメントとい
っても，経済の基本的な流れにさからう形で
は到底実行も不可能である。しかし，そのよ
うな場合には，そもそも合意が成立しがたい
であろう。その意味において，国際経済体制
が「緩い」体制であることは，むしろ歓迎す
ぺきことなのかもしれない。
1）1936－38年における工業製品の貿易量は，
　1913年水準に比して約8％低い水準であっ
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　た。同じ期間において，世界の工業生産は19
　13年水準の85％に低下していた。1次産品は
増大しているが，この25年間にわずか16％上
　昇しただけであった。この点については，
　G．Haberler，‘‘lntegration　and　Growth　of
the　World　Economy，”American　Economic
　Review，　Mar．，1964．
2）以下の論述を含め，これらの点についての
　詳しい分析は，
　渡部福太郎「国際経済体制の経済学」『季刊
　現代経済』第25号，1975
　においておこなわれているので，それを参考
　にされたい。
3）　もちろん，労働力が国際的に自由に移動で
　きるとすれば，開発途上国から先進工業国へ
　と大量に労働力が移動することになる可能性
　がつよくなる。そうなれば，南北問題の深刻
　さの程度はかなり緩和されることになるかも
　しれない。しかし，それは先進工業国におけ
　る平均所得水準の低下ということにならざる
　をえない。また，社会的な，政治的な諸問題
　をひきおこすことも確実であり，実行不可能
　である。
4）この時期を対象としての比較優位構造の変
　化のプロセスを実証的に分析した，
　小島（他）『経済成長と貿易構造』勤草書房，
　1967．
　を参考文献としてあげておく。
5）変動相場制についての論説は多いが，その
　経済体制としての意味をとりあげたものはす
　くない。
　渡部福太郎「国際経済体制と変動相場制」
　『世界経済評論』2月号，1977年
6）1973年以前における変動相場制にたいする
　抵抗は，固定相場制にたいする執着でもあっ
　たが，それはその後における「変動相場制」
　にたいする過大な期待と無関係ではない。こ
　こでこの点についてくわしくはふれないが，
　F．Machlup，　The　Alignment　Qf　Foreign
　Exchange　Rates，　Praeger　Publisher，　New
　York，1972
　は変動相場制への移行直前までの状況におけ
　る為替レートの変更問題を詳しく分析してい
　る。
7）現在の変動相場制をめぐる論議のなかで，
　鳴沢宏英「円高の行方はどうなるか」『世界
経済評論』9．月号，1978
　は，円レートに焦点をあわせたものである
　が，為替レート問題を明解に論じたものとい
　える。また，同じような意味で，
　小島清「円高ストヅプが急務だ」『世界経済
　評論』12月号，1978
　をあげておく。
6　ドル防衛政策についての補論
6－1　国際収支の赤字とドル防衛
　1978年11月にアメリカがドル防衛政策を発
表したが，これについては，必要なかぎりに
おいて文脈のなかで触れてきた。しかし，こ
のカーター大統領のドル防衛政策を中心とし
て，アメリカがこれまで必要に応じて採用し
てきたドル防衛政策そのものについては，詳
しくは考察を加えてこなかった。今後におけ
るアメリカの国際収支の動きとドル防衛とは
密接につながっており，その政策内容は世界
景気の動きと深い関係をもっている。国際貿
易体制とアメリカのドル防衛政策とは切りは
なされたものではない。
　カーター大統領が発表したドル防衛のため
の総合政策は，これまでアメリカがとってき
たところのビナイン・ニグレクト（benign
neglect）の政策態度を変更した一と思われ
る一重要な内容をもっている。その1週間
前の10月24日，インフレーション抑制を目ざ
した物価賃金のガイド・ライン政策が発表さ
れていたが，このインフレーション抑制のた
めの政策と，ドル安を喰い止めるための市場
への直接的な介入政策によって，アメリカは
ドル防衛のための積極的な姿勢を打ち出した
ものであった。その内容は，かつてニクソン
大統領がとったドル防衛政策と匹敵するほど
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の強力な内容のものであり，それを機会にし
て昨年秋の急激なドル安の進行は一応喰い止
められたかにみえている。たしかに，スイス
・フランやマルクや円などの強い通貨に対し
て大幅に下落をつづけてきたドルは，その後，
かなり持ち直すことになったのである。
　しかし78年のアメリカのドル防衛政策は，
決してたんにドル対策という側面にのみ限定
して評価することができない性格をもってお
り，それは世界経済の動きに大きな影響をあ
たえるというぺきものである。アメリカの景
気の動向がそれによって左右されるほど，そ
の政策の内容は強力であり，したがって，そ
れはまた先進工業国を中心とする国際的な不
均衡の今後の動きに対しても，大きな影響を
あたえるものである。現段階では，そのよう
な国際不均衡の是正がこれによって満足すべ
き点まで達成されるものであるかどうかは，
明らかではない。しかし，これまでとられて
きたアメリカの政策が，ここで大きな転換を
示したことは間違いのないところである。も
ちろん，それが本当セこ転換をもたらすことに
なるかどうかは今後の動きに待たなければな
らないが，すくなくとも，従来のアメリカの
政策がドル防衛を口にしながらも，実質的に
は優雅なる無視をつづけてきたという状況と
は対照的なものとなっていることは，何人も
否定することはできないであろう。
　戦後，アメリカがドル防衛のための政策を
打ち出したことは幾たびかあった。またイン
フレーションの抑制のために世界経済に影響
をあたえるような政策手段を宣言したことも
あった。1950年の朝鮮戦争が開始された当時，
トルーマン大統領は急激なインフレーション
の進行を抑制するため，直接的な賃金・物価
統制政策を採用したが，それはその最初のも
のであった。1960年代にはいって間もなく，
ケネディ大統領がとった政策も，またその一
つの例としてあげることができる。しかし，
トルーマン大統領やケネディ大統領の政策は
国際貿易体制と不均衡調整政策（渡部）
78年のカーター大統領の政策や1971年にとら
れたニクソン大統領の政策とは異なり，世界
経済に大きな影響をあたえるものではなかっ
た。もちろん，インフレーション対策やドル
防衛政策以外の点におけるアメリカの対外政
策については言及していない。それら全体を
とれば，世界に大きな影響をあたえた政策は
いくらでもある。それを除けぽ，ニクソン大
統領のとった新経済政策とカーター大統領の
とった総合経済政策とは，戦後においてもっ
とも強い対外的な影響をもたらす政策であっ
た。
　これまでのアメリカの経常収支あるいは貿
易収支の動きをみるとき，この二つの時点で
の政策はまさにアメリカの対外収支の危機的
な状況に対応するという意味で，きわ立った
ものである。1950年のときには，たしかにア
メリカの経常収支は赤字を示し，それまでに
ない20億ドルの赤字となったが，貿易収支は
黒字であった。アイゼンハウァー政権下の19
59年においても，アメリカの経常収支の赤字
はこれまでの水準を上回り，20億ドルを超え
るものとなったが，そのときには特別の防衛
政策はとられなかった。もっとも，そのとき
には貿易収支は黒字を記録していた。しかし，
1971年の8月15日にニクソン大統領が新経済
政策を発表したとき，その年はこれまでにな
い28億ドルの経常勘定の赤字となり，しかも
貿易収支もまた21億ドルの赤字となっていた
のである。その翌年には，経常収支はさらに
大幅に悪化し84億ドルの赤字となり，貿易収
支は64億ドルの赤字に増大した。この時期の
赤字は，アメリカがそれ以前にはまったく経
験しなかった大幅なものであり，それがニク
ソン大統領をしてドル防衛政策のための新経
済政策を実行させることになったのである。
その後1977年アメリカはふたたび大幅な経常
収支と貿易収支の赤字を記録することになっ
た。しかも貿易収支は300億ドルを超える赤
字であり，経常収支は150億ドルを超える赤
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字となったのである。
　戦後のアメリカの対外収支の推移のなかで，
貿易収支と経常収支とがともにこれまでにな
い赤字を記録したのは，1971－72年のニクソ
ン大統領の時期と1977－78年のカーター大統
領の時期である。そして，そのいずれの場合
にもドルの国際的価値は大幅な下落を経験し，
国際通貨市場は熱気に満ちた投機に掻き回さ
れるような事態になっている。ケネディ大統
領がドル問題について，声明をおこなってい
る時期には，客観的状況はそれほど悪いもの
とはいえない。もちろん，当時としてはかな
らずしもそう判断されていなかったかもしれ
ないが，すくなくとも1950年以降のデータを
みるならぽ，その当時の状況は決して悪いも
のではなかった。トルーマン大統領の場合に
も，もちろん国際収支が悪化したとはいえ，
それは何ら国際的な大きな問題となるような
ものではなく，むしろ国内のインフレーショ
ンのほうがはるかに重要な関心事であった。
その意味で，戦後におけるアメリカの経済政
策における大きな変化が，同時に国際的な影
響をもち，また他の工業国と深いかかわり合
いをもったのは，ニクソン大統領の時とカー
ター大統領の時であった。フォード大統領の
時期にも，アメリカの対外収支の悪化は問題
とされていたが，その間にはそれほど巨額の
赤字が貿易収支や経常収支の上に現われてい
たわけではなく，無策の策を可能にする程度
の状況であった。
6－2　ニクソン新経済政策との対比
　1971年の8月15日にニクソンが新経済政策
を発表したとき，その大胆な政策内容は世界
各国に大きなショックをあたえた。ニクソン
・ショックという表現が日本で用いられたの
は，その影響がいかに強く懸念されていたか
を示すものである。ニクソンの新経済政策と
カーターの総合経済政策との間には，きわめ
て類似した内容が見出されるのはその政策が
策定され，宣言される時点におけるアメリカ
の対外収支状況が，程度の差こそあれ，はな
はだ酷似していたことにもよるものである。
1977年におけるアメリカの対外収支の驚くべ
き巨額の赤字は，ニクソン大統領の時期のア
メリカの赤字に比ぺれば，相当に大幅である。
もっとも，1971年の新経済政策と比較するな
らぽ，カーター大統領の経済総合政策は，む
しろ内容的には穏やかなものであるといえる
かもしれない。1971－72年における貿易収支
の赤字合計約80億ドル，経常収支の赤字合計
約110億ドルに比較するとき，1977－78年に
おける貿易収支の赤字合計約650億ドル，経
常収支における赤字合計約450億ドルという
のはあまりにも巨額である。世界貿易規模の
拡大やインフレーションを考慮に入れても，
なおその差はあまりにも大きい。しかも，ド
ル安の進行の程度は1971－72年と1977－78年
とでは大幅に異なっている。
　このような状況をふまえて，1971年の新経
済政策の内容と1978年の経済総合政策の内容
とを比較してみることは，今後における事態
の進展にとって意味のあることである。なぜ
なら，事態の進行いかんによっては，現在の
総合経済政策以上の強力な手段が，今後カー
ター大統領によってとられる可能性を，その
ことは予想させるからである。新経済政策は
四つの柱をもっていた。一つはドルの金交換
の停止であり，もう一つは10％の輸入過超金
であり，さらに失業対策としての減税措置と，
物価・賃金の直接統制であった。ドルの金交
換停止は，いわゆる金為替（ドル）本位制の
根本を揺るがすものであり，それによってI
MF体制は崩壊したとさえいわしめたもので
あった。10％の輸入過超金が一時的にせよ取
られたことは，直接的な輸入制限政策よりは
まだましであったとはいえ，非常事態という
判断のもとにとられた輸入制限措置であり，
西ヨーロッパ諸国や日本に大きな衝撃をあた
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えたものであった。
　失業対策としての減税措置は，1960年代に
3％台をつづけてきた失業率が，1970年に入
ってから急速に増大して5％水準に達したと
いう事態を背景にしてのことであった。各種
の減税措置に対応して，公務員給与の引上げ
延期をおこない，人員の削減政策をとり，対
外援助を10％削減するなど，政府支出の抑制
措置がとられた。対外援助10％削減が開発途
上国にとって，大きな衝撃であったことはい
うまでもない。さらに90日間にわたる物価・
賃金の凍結は，自由経済を基調とするアメリ
カにとって，初めてともいうべき強力な所得
政策の実行であった。このねらいがインフレ
ーション抑制にあったことはいうまでもない。
　これに対し，カーター大統領の経済総合政
策は三つの柱をもつものである。一つは外国
為替市場への直接介入であり，一つは強い抑
制的金融政策であり，もう一つは賃金・物価
抑制のためのガイド・ラインの設定である。
外国為替市場への直接介入は，これまでアメ
リカがその採用を拒否しつづけたものであり，
この直接介入は外国為替市場にその動きに任
せるという，これまでの為替レートに対する
考え方を180度転換させる内容のものである。
アメリカはそのためにIMF，西ドイッ，ス
イス，日本などより，介入資金として300億ド
ルを調達した。さらに金の売却量を増大させ
るなど，各種の手段をとった。いうまでもな
く，この直接介入は変動相場制に対する失望
を背景としている。変動相場制のもとでの為
替レートの自由な変動が，結局において国際
収支の不均衡の是正に役立つという考え方が，
ここで部分的な修正を受けることになったか
らである。一部からは，そのような直接介入
は，為替レートの目標圏設定への一歩前進で
あるとみなされている。これは，ドルの金交
換停止が変動相場制への道を開いたのと対照
的なものであり，これまでの外国為替取引に
おける自由原則を部分的に放棄することを意
国際貿易体制と不均衡調整政策（渡部）
味するものである。
　抑制的な金融政策は，9．5％という公定歩
合を設定し，標準金利を10％以上に引き上げ
ることによって，過去45年間におけるもっと
も高い金利水準を出現することになった。そ
れと同時に預金準備率を引き上げ，これによ
ってインフレーションがもたらした借入れ
促進の心理的，また現実的傾向を押えること
をねらったものである。カーター大統領はこ
れによってインフレーション抑制への強力な
意志を表明したわけである。賃金・物価抑制
のためのガイド・ラインの設定は，すでに昨
年4月段階で実行された，公務員の賃金引上
げ抑制につづく第二弾の政策である。それは
賃金引上げの自主規制（7％），製品価格引上
げ（過去2年間の引上げ率の2分の1）の自
主規制を内容とするものである。もし労働組
合がこのガイド・ラインを守り，その結果イ
ンフレーションにょる損害を受けた場合，そ
れを減税によって補填し，また製品価格引上
げの自主規制を無視した場合には，それに対
する制裁措置をとるという，賞金と罰則付き
のものである。この内容は，ニクソン大統領
の場合の90日間の物価・賃金凍結に比べれば，
まだ緩やかなものであるが，このような所得
政策の採用に踏み切ったことにより，自由取
引の原則を主体とする経済のなかに統制主義
をもちこむこととなった。
6－3　輸入制限政策の可能性
　1971年のニクソン政策には現われたが，こ
のカーター政策には現われていないものがあ
る。それは10％の輸入過超金に対応する輸入
制限措置である。自由貿易主義のルールが保
護主義の波に洗われることを警戒しつづけた
これまでの先進工業国の合意の線に沿い，カ
ーター大統領はこ輸入制限措置という，保護
主義への傾斜をそのドル防衛政策から排除し
ている。この点は，とくに注目に値するとい
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わなければならない。もちろん，そのドル防
衛政策のなかに，赤字財政の削減という項目
があることを述べておくべきかもしれないが，
この点については具体的な内容があたえられ
ておらず，とくに議会との関係もあり，実際
にその削減の実効が現われるまでは，それを
評価対象外におくべきであろう。
　これらの措置が急激なドル安を生み出した
二っの根本的な原因，すなわち，国際収支の
赤字とインフレーションの抑制に成功するか
どうかは，現段階では確定的には何ごともい
えない。インフレーション抑制がドル防衛の
ためには不可欠の要件であり，またその背景
をなす国際収支の不均衡をなくすためにも不
可欠の要件であることは確かである。しかし，
10％を超える賃金引上げ率や年率9．5％にも
達する消費者物価の上昇率が示すような，賃
金・物価の悪循環を避けるための所得政策が，
果たしてインフレーションを抑制しうるかど
うかは，はなはだ疑わしい。賞金と罰則のつ
いた所得政策は，もしそれが成功するならぽ
確かに大きな役割を果たすであろう。しかし，
インフレーションに対して強力な影響力をも
つものは，財政支出の動向である。このガイ
ド・ライン方式のインフレーション抑制効果
について疑惑が抱かれているのは，一つには
財政支出削減がどの程度おこなわれるか不明
であることによる。
　しかし，それだけではない。過去において
とられた賃金。物価に対する抑制措置は，か
ならずしも成功したとはいい難い。トルーマ
ン時代のことはともかくとしても，ケネディ
・ジョンソン時代のガイド・ライン設定にし
ても，ニクソン時代の賃金・物価凍結政策に
しても，ついに撤廃されざるをえない事態に
なったことは，周知のところである。複雑な
監視を必要とするカーター大統領の所得政策
が，インフレーションを抑制できるかどうか
疑問となるからである。
　財政赤字の大幅縮小がもたらす国際的影響
も無視できないことである。それはアメリカ
が他の国々にとっての，巨大な輸出市場でな
くなってしまう可能性があるからである。い
いかえると，もし強力な金融抑制政策と強力
な財政赤字の縮小を通じて，アメリカが不況
におち入ることになるとすれぽ，その世界経
済にあたえる影響はきわめて大きい。なぜな
ら，それによって先進工業国を中心とする，
世界的な不況が引き起こされるかもしれない
からである。もちろん，カーター政権が失業
を犠牲にしてまで不況をもたらすかどうか，
いいかえるとインフレーションを抑制するた
めに失業の増大を認めるかどうか，はなはだ
問題である。それがマイルドなものであれ，
カーター大統領のドル防衛政策は，リセッシ
ョンをもたらすことは確実とみられており，
しかも税収の不足が赤字財政縮小を困難なら
しめるため，再びインフレーションの引き金
が引かれる可能性がある。失業の増大とイン
フレーションの進行という，もっとも望まし
からざる現象がそこに現われる可能性を否定
することはでぎない。
　他方，ドル安の進行がもつ収支調整効果を，
過少評価しているのではないかとみられる点
がある。すでに，アメリカの赤字は四半期別
データでみるかぎり，縮小の傾向を示してい
る。日本のデータによっても，明らかに対米
輸出が減少しており，その輸出の減少は経済
活動水準の停滞を生み出す可能性をもってい
る。もしこの経済停滞が一般化し，それがア
メリカのリセッションと一致するならば，世
界的な不況が発生する可能性がある。そうな
ったからといって，国際的不均衡が是正され
るという保証はどこにもない。すでにドル安
は，限度を超えて進行したという見方もある。
その視点に立てぽ，カーター大統領のドル防
衛政策は，行き過ぎているかもしれないので
ある。その点に関しては，もちろん確定的な
ことは何もいえないが，ただアメリカの今回
の経済総合政策の結果，もし1979年において
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世界的な不況が起きるならぽ，それは決して
喜ぶべきことではない。
　さらにもう一つの点がある。それは，世界
的な不況過程にもかかわらず，もしアメリカ
の国際収支の赤字が縮小しないような事態が
起きるならぽ，ドル安は進行せざるをえない。
その可能性は，日本やヨーロッパ諸国の経済
拡大が思うように進まないとすれぽ，起こり
うることなのである。その場合に出現するも
のは，ニクソン大統領のドル防衛政策のなか
にあって，しかもカーター大統領のドル防衛
政策のなかにはなかったもの，すなわち輸入
制限政策である。アメリカには，すでに強力
な保護主義のマグマが渦まいており，いつそ
れが表面に噴出するかわからない状況である。
もし国際的不均衡の是正とドル防衛の失敗が
生じるならば，アメリカは直接的な輸入制限
政策によって，一時的にせよ赤字の縮小とド
ル防衛をおこなうことになるかもしれない危
険性がある。しかも，世界的な不況がもたら
す失業問題の深刻さ，それがもたらす社会的
・政治的摩擦の可能性を考えるならぽ，決し
て今回のカー・ター大統領のドル防衛政策は，
世界的な視点からは，手放しで歓迎できない
要素をもっているというべきかもしれない。
　そのような保護主義的政策が一時的に採用
されることになった場合，西ヨーロッパ諸国
と日本がそれにどのように対応するかによっ
て，国際貿易体制がより一・層に自由取引主義
の原則からはなれるかどうかがきまってくる
であろう。もちろん，アメリカがドル防衛に
成功するかどうかが，そもそも明らかではな
い現状において，そこまで言及することは仮
設的な議論に深入りしすぎることになるかも
しれない。しかしながら，カーター大統領の
ドル防衛政策が市場への直接介入ともいうべ
き手段を採用しており，その上，これまでに
ない高金利政策が，一つの有力な政策として
実行にうつされている点からみて，それらを
もってしてもドル防衛ができないとした場合
国際貿易体制と不均衡調整政策（渡部）
のことを考えにいれておくことは必要なこと
であり，たんなる仮設的論議といってしまう
わけにはいかないものが，そこにある。
　1979年にはいってから，イランの政変とと
もに，ふたたび石油供給問題や石油価格問題
が世界経済に暗い影をおとす可能性がでてき
た。これが先進工業国間の収支不均衡にどの
程度まで影響をもつことになるかは，これま
でのところ不明である。したがって，アメリ
ヵが収支調整とドル対策に関連してどのよう
な政策をうちだすことになるかも不明である。
しかし，石油問題がもし深刻化すれば，アメ
リカの対外的地位が先進工業国のなかで相対
的に強化されてくることは間違いない。その
ことは，1973年の事態を想起すれぽ，容易に
推測できることである。
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